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はじめに
「福岡市経済の概況」は，福岡市の経済・産業の動向を把握するため，公的機

関や⺠間調査機関が実施している統計調査等のデータを収集し，とりまとめてい

るものです。



１．景気の動向
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図1 全国の企業の業況判断指数（DI）の推移

（１）全国の景気（商⼯費関連）

（我が国経済の基調判断）
景気は，新型コロナウイルス感染症の影響により，依然として厳しい状況にあるが，

このところ持ち直しの動きがみられる。

内閣府「⽉例経済報告」 [令和2年9⽉］

■業況判断指数（DI）（令和2年6⽉調査） 【図1】
・全 産 業 ︓▲31（前期▲27ポイント）
・製 造 業 ︓▲39（前期▲27ポイント）
・⾮製造業︓▲25（前期▲26ポイント）

■３か⽉後の先⾏き⾒通し
・全 産 業 ︓▲34（今期▲3ポイント）
・製 造 業 ︓▲40（今期▲1ポイント）
・⾮製造業︓▲28（今期▲3ポイント）

（２）九州・沖縄の景気（商⼯費関連）

■業況判断指数（DI）（令和2年6⽉調査） 【図2】
・全 産 業 ︓▲27（前期▲23ポイント）
・製 造 業 ︓▲31（前期▲26ポイント）
・⾮製造業︓▲24（前期▲20ポイント）

■3か⽉後の先⾏き⾒通し
・全 産 業 ︓▲30（今期▲3ポイント）
・製 造 業 ︓▲32（今期▲1ポイント）
・⾮製造業︓▲30（今期▲6ポイント）

図2 九州･沖縄の企業の業況判断指数（DI)の推移

⽇本銀⾏福岡⽀店「九州･沖縄の⾦融経済概況」 [令和2年9⽉］

■九州・沖縄の景気は，持ち直しの動きがみられるものの，厳しい状態にある。

２ （商工費関連）

資料：日本銀行福岡支店『九州・沖縄「企業短期経済観測調査」』（四半期毎調査）

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（四半期毎調査）
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（３）福岡県の景気（商⼯費関連）

■福岡県の景気は，新型コロナウイルス感染症の影響により，依然として厳しい状況
にあるが，このところ持ち直しの動きがみられる。
・⽣産は，⼀部に持ち直しの動きがみられる。
・輸出は，持ち直しの動きがみられる。輸⼊は，このところ下げ⽌まりつつある。
・２０２０年度の設備投資は，前年度を下回る計画となっている。
・企業の業況判断は，新型コロナウイルス感染症の影響により，厳しい状況が続いている

ものの，⼀部に改善の兆しがみられる。
・倒産件数は，低⽔準で推移している。
・消費は，持ち直している。
・雇⽤情勢は，求⼈が求職を上回って推移しているものの，求⼈が⼤幅に減少するととも

に，求職が増加に転じている。

資料：財務省福岡財務支局「法人企業景気予測調査」（四半期毎調査）

福岡県「県内経済の動向」 [令和２年8⽉］

図3 福岡県の企業の景況判断指数（BSI）の推移

■景況判断（BSI）（令和2年8⽉調査） 【図3】
・全 産 業 ︓▲1.3 （前期+58.7ポイント）
・製 造 業 ︓▲9.5 （前期+60.7ポイント）
・⾮製造業︓ 1.0 （前期+57.9ポイント）

■3か⽉後の先⾏き⾒通し
・全 産 業 ︓ 1.9 （今期+3.2ポイント）
・製 造 業 ︓ 0.0 （今期+9.5ポイント）
・⾮製造業︓ 2.4 （今期+1.4ポイント）

３ （商工費関連）
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■地場企業の景況判断指数（DI値）（令和２年6⽉調査） 【図４】
・全業種平均︓▲64.6（前期▲26.4ポイント）

■次期予測
・全業種平均︓▲58.1 (今期+6.5ポイント）

（４）福岡市の景気（商⼯費関連）

図４ 地場企業の景況判断指数（ＤＩ値）の推移（業種別）

資料：福岡商工会議所「地場企業の経営動向調査」（四半期毎発表）
※ 調査対象は，福岡商工会議所会員企業

福岡商⼯会議所「地場企業の経営動向調査」[令和2年7⽉］
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市内事業者の意⾒（福岡市内事業者ヒアリング,中⼩企業に関するアンケート,福岡市中⼩企業振興審議会 等）

【新型コロナウイルス感染症の影響】
○リーマンショックは⾦融危機であったため，ほとんどの産業に悪影響がみられたが，今回の新型

コロナウイルスの影響については，著しく業績が悪化した業種がある⼀⽅で，⾮接触型の業種な
ど，⼀部では伸びている企業もある。

○新型コロナウイルス感染症の影響が⻑引くにつれ，経営が圧迫され，先⾏きを不安視している声
は増えている。

○テレビ会議やウェブ教育，遠隔医療などのデジタル化によるＩＴ関連の分野が，⾮常に好調で，
その周辺の事業者にとっては追い⾵が吹いている。

○消費者の内⾷が増えたことにより，スーパー等では売上が増加している。

【事業者の取組み】
○⼀部の企業では，テレワークを実施し，コロナ対策と同時に経営の効率化にも活⽤が始まって

いる。
○在宅勤務の導⼊における企業及び職員のメリット，デメリットを洗い出し，働き⽅の最適化を

⽬指し，⽣産性向上の為の業務改善に取り組んでいる。

４ （商工費関連）



２．福岡市の経済構造

５
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（１）市内総⽣産（商⼯費関連）

図6 実質経済成⻑率の推移

■市内総⽣産 【図5】
・平成29年度 名⽬値︓7兆8,043億円（前年度⽐プラス成⻑）
・平成29年度 実質値︓7兆6,245億円（前年度⽐プラス成⻑）

■実質経済成⻑率︓プラス1.6％ 【図6】

６ （商工費関連）

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」，福岡県「県民経済計算」，内閣府「国民経済計算」

図5 市内総⽣産の推移

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」
※実質値は，物価変動の影響を取り除いたもの。
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７ （商工費関連）

■平成29年度 市内総⽣産（名⽬）の政令指定都市⽐較 【図7】
・⼤阪市，横浜市，名古屋市に次いで4番⽬の規模

■平成29年度の市⺠1⼈当たりの市内総⽣産（名⽬）の政令指定都市⽐較 【図8】
・平成29年度 福岡市の市⺠１⼈当たりの市内総⽣産︓498万円

資料：各市「市民経済計算」
※大阪市は早期推計値
※相模原市，静岡市，北九州市，熊本市は未集計

図8 市⺠1⼈当たりの市内総⽣産（名⽬）の政令指定都市⽐較 平成29年度

図7 市内総⽣産（名⽬）の政令指定都市⽐較 平成29年度

資料：各市「市民経済計算」
※大阪市は早期推計値
※相模原市，静岡市，北九州市，熊本市は未集計

20.44 

13.70 13.59 

7.80 
6.92 6.60 6.55 6.37 

5.67 5.39 
4.48 

3.83 3.25 3.18 3.15 2.86 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

大
阪
市

横
浜
市

名
古
屋
市

福
岡
市

札
幌
市

京
都
市

神
戸
市

川
崎
市

広
島
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

堺
市

浜
松
市

新
潟
市

岡
山
市

（兆円）

753

587

498 496 473 448 427 423
399 396 393 391 389 367 352 348

0

100

200

300

400

500

600

700

800

大
阪
市

名
古
屋
市

福
岡
市

仙
台
市

広
島
市

京
都
市

神
戸
市

川
崎
市

浜
松
市

岡
山
市

千
葉
市

新
潟
市

堺
市

横
浜
市

札
幌
市

さ
い
た
ま
市

（万円）

（商⼯費関連）



図9 福岡市の経済活動別市内総⽣産（名⽬）

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」
※輸入品に課される税などは省略。

■平成29年度 経済活動別市内総⽣産（名⽬）【図9】
・第３次産業が約９割を占める
・「卸売･⼩売業」「専⾨・科学技術，業務⽀援サービス業」の割合が⼤きい

■平成19年度と平成29年度の⽐較
・「専⾨・科学技術,業務⽀援サービス業」 「不動産業」「保健衛⽣・社会事業」が増加
・「⾦融･保険業」が減少

８ （商工費関連）

7.12兆円

7.80兆円

第３次産業（91.3％）

〔単位：百万円〕

・・・増加した項目

①農林水産業 6,272

①農林水産業 10,609

②鉱業 735

②鉱業 1,296

③製造業
252,847

③製造業
301,730

④建設業
359,653

④建設業
293,479

⑤電気・ガス・水道・廃棄

物処理業 205,645

⑤電気・ガス・水道・廃

棄物処理業 175,148

⑥卸売・小売業
1,754,340

⑥卸売・小売業
1,778,257

⑦運輸・郵便業
516,223

⑦運輸・郵便業
507,648

⑧宿泊・飲食

サービス業
257,084

⑧宿泊・飲食

サービス業
232,367

⑨情報通信業
593,538

⑨情報通信業
578,738

⑩金融・保

険業
354,047

⑩金融・保

険業
435,196

⑪不動産業
922,993

⑪不動産業
685,398

⑫専門・科学技

術，業務支援

サービス業
1,026,807

⑫専門・科学技

術，業務支援

サービス業
739,856

⑬公務
382,073

⑬公務
358,026

⑭教育
272,580

⑭教育
296,188

⑮保健衛生・

社会事業
495,564

⑮保健衛生・

社会事業
361,365

⑯その他

のサービス
347,593

⑯その他

のサービス
323,532

H29年度

H19年度

①農林水産業 ②鉱業 ③製造業
④建設業 ⑤電気・ガス・水道・廃棄物処理業 ⑥卸売・小売業
⑦運輸・郵便業 ⑧宿泊・飲食サービス業 ⑨情報通信業
⑩金融・保険業 ⑪不動産業 ⑫専門・科学技術，業務支援サービス業
⑬公務 ⑭教育 ⑮保健衛生・社会事業
⑯その他のサービス

（商⼯費関連）
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図10 福岡市の事業所数推移（⺠営のみ）

■平成28年 福岡市の事業所数︓72,284事業所（前期▲1,972事業所） 【図10】
■平成28年 福岡市の従業者数︓866,930⼈（前期+2,542⼈） 【図11】

図11 福岡市の従業者数推移（⺠営のみ）
（人）

９ （商工費関連）

（所）

※統計結果の性質上，下記のとおり定義した。
・大企業等 ：従業者規模300人以上及び出向・派遣従業者のみ（Ｈ21年は派遣従業者のみ）
・中小企業：従業者規模300人未満

資料：総務省「経済センサス‐基礎調査」及び総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査」

72,284
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68,821

73,601

871,197

828,494
864,388 866,930

※統計結果の性質上，下記のとおり定義した。
・大企業 ：従業者規模300人以上
・中小企業：従業者規模300人未満

資料：総務省「経済センサス‐基礎調査」及び総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査」



図12 福岡市の事業所数及び従業者数に占める中⼩企業の割合（⺠営のみ） 平成28年

■平成28年 市内事業所に占める中⼩企業の割合 【図12】
・事業所数に占める中⼩企業の割合︓98.8%
・従業者数に占める中⼩企業の割合︓85.7%

10 （商工費関連）

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」

※統計結果の性質上，中小企業，小規模事業者，小企業の定義を下記のとおりとした。
・中小企業：従業者規模300人未満
・小規模事業者：従業者規模20人（商業・サービス業は5人）以下
・小企業：従業者規模5人以下

（商⼯費関連）



■平成28年 事業所の産業別構成⽐ 【図13】
・第３次産業が約９割を占める
・「卸売業，⼩売業」（29.3%）「宿泊業，飲⾷サービス業」（14.5%）の割合が⼤きい

■事業所の産業別増減数 【図14】
・「医療，福祉」が増加
・「不動産業，物品賃貸業」が減少

図13 福岡市の事業所の産業別構成⽐（⺠営のみ）

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」

図14 福岡市の事業所の産業別増減数（⺠営のみ）[平成26年・平成28年⽐較]

11 （商工費関連）

第３次産業（90.1％）

Ａ・Ｂ農林漁業 0.07%

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 0.01%

Ｄ 6.9%

Ｅ 2.9%

Ｆ 0.1%

Ｇ 2.7%

Ｈ 2.2%

Ｉ 卸売業，小売業

29.3%

Ｊ 2.0%

Ｋ 7.3%

Ｌ 6.5%

Ｍ 宿泊業，飲食サービス

業

14.5%

Ｎ 8.2%

Ｏ 3.0%

Ｐ 7.8%

Ｑ 0.3%

Ｒ 6.3%

H28年（確報）

72,284

事業所

Ａ・Ｂ農林漁業 Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 Ｄ 建設業
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図15 福岡市の従業者の産業別構成⽐（⺠営のみ）

■平成28年 従業者の産業別構成⽐ 【図15】
・第３次産業が約９割を占める
・「卸売業，⼩売業」（23.4％）「他に分類されないサービス業」（12.1%）の割合が⼤きい

■従業者の産業別増減数 【図16】
・「学術研究，専⾨・技術サービス業」が増加
・「卸売業，⼩売業」が減少

図16 福岡市の従業者の産業別増減数（⺠営のみ）[平成26年・平成28年⽐較]

資料：総務省「経済センサス‐基礎調査」及び総務省・経済産業省「経済センサス‐活動調査」

12 （商工費関連）

第３次産業（90.0％）

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」
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３．各種統計資料
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図18 福岡市の正規・⾮正規雇⽤別の労働者数の推移

■福岡地域の有効求⼈倍率（原数値） 【図17】
・令和元年度︓1.67倍（前年度▲0.08ポイント）
・平成21年度以降，上昇傾向にあるが，令和元年度は低下

■福岡市の正規・⾮正規雇⽤労働者数 【図18】
・平成29年 正規雇⽤労働者数 426,500⼈（前回+50,000⼈）
・平成29年 ⾮正規雇⽤労働者数 288,600⼈（前回+16,200⼈）

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」，福岡労働局「雇用失業情勢」

図17 有効求⼈倍率の推移

（単位：人）

《参考》労働者の正規雇⽤者の割合

資料：総務省「就業構造基本調査」
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■市⺠雇⽤者報酬及び市⺠雇⽤者数の推移 【図19】
・平成29年度 市⺠雇⽤者報酬︓3兆1,597億円（前年度+836億円）

うち 賃⾦・俸給︓2兆6,679億円（前年度+770億円）
うち 雇主の社会負担︓ 4,919億円（前年度+65億円）

・平成29年度 市⺠雇⽤者数︓ 622,747⼈ (前年度+1,974⼈）
■市⺠雇⽤者１⼈当たりの市⺠雇⽤者報酬の推移 【図20】

・平成29年度 市⺠雇⽤者報酬︓507万4千円 （前年度+11万9千円）
うち 賃⾦・俸給︓428万4千円 （前年度+11万円）
うち 雇主の社会負担︓ 79万円 （前年度+8千円）

図20 市⺠雇⽤者１⼈当たりの市⺠雇⽤者報酬の推移

15 （商工費関連）

図19 市⺠雇⽤者報酬及び市⺠雇⽤者数の推移

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」

資料：福岡市 「福岡市民経済計算」
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（２）開業率･廃業率（商⼯費関連）

■福岡都市圏の開業率・廃業率 【図21】
・令和元年度 開業率︓5.8％，廃業率︓4.4％

図21 福岡都市圏の開業率・廃業率の推移

資料：福岡アジア都市研究所

※「雇用保険事業年報」（厚生労働省）における雇用保険適用事業所

ベースで算出したもの

16 （商工費関連）

（３）オフィス空室率（商⼯費関連）

《参考》開業率⼤都市地域⽐較

《参考》廃業率⼤都市地域⽐較

図22 福岡市内のオフィス空室率の推移

■オフィス空室率 【図22】
・令和２年６⽉ 空室率（ワンフロア⾯積200坪以上）︓1.２%（前期+0.２ポイント）
・令和２年６⽉ 募集賃料︓13,540円/坪（１か⽉あたり）

資料： 三幸エステート株式会社 「オフィスマーケットレポート」
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資料：福岡市経済観光文化局

■福岡市商⼯⾦融資⾦ 【図23】
・令和元年度 新規貸付額︓651億円（前年度 +257億円）
・令和元年度 融資残⾼︓1,300億円（前年度 ▲43億円）

※新規貸付額の総額は，新型コロナウイルス感染症発⽣の影響のため，前年⽐+257億円の
651億円と，⼤幅に増加した。

※特に，経済対策資⾦の増加（+191億円）が⼤きくなっている。

17 （商工費関連）

（４）福岡市商⼯⾦融資⾦（商⼯費関連）

（５）企業倒産（商⼯費関連）

図23 福岡市商⼯⾦融資⾦ 新規貸付額及び融資残⾼の推移

■福岡市内の倒産件数 【図24】
・令和元年度 倒産件数︓183件（前年度+28件）
・令和元年度 倒産時の負債総額︓約321億円（前年度 約+213億円）

図24 福岡市内の倒産件数の推移

資料：（株）東京商工リサーチ福岡支社 ※倒産した企業のうち，負債総額1,000万円以上のものについて集計。
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（６）貿易（商⼯費関連）

図26 福岡市（博多港･福岡空港）における貿易相⼿国･地域 令和元年

《輸出》 《輸⼊》

図25 福岡市（博多港･福岡空港）における貿易額の推移
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■博多港･福岡空港における貿易額 【図25】
・令和元年 輸出額︓3兆2,286億円（前年＋898億円）
・令和元年 輸⼊額︓1兆4,998億円（前年▲409億円）

※輸出額は3年連続のプラスとなった。
■主な貿易相⼿国･地域 【図26】

・輸出︓中国（28.4%）, ⾹港（15.5%）， 韓国（15.0%）
・輸⼊︓中国（31.3%）, 台湾（14.9%）， 韓国（ 7.1％）

資料：財務省「貿易統計」

資料：財務省「貿易統計」
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（７）⼊込観光客数（観光費関連）

■福岡市内における観光消費額（推計）【図28】
・平成30年︓5,020億円（前年+37億円）

（８）観光消費額（観光費関連）

図27 福岡市における⼊込観光客数の推移

■⼊込観光客数（推計）【図27】
・平成30年︓2,141万⼈（前年 +7万⼈）

うち宿泊客︓ 826万⼈（前年 +21万⼈）
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資料：福岡市「福岡市観光統計」

図28 福岡市内における観光消費額の推移

資料：福岡市「福岡市観光統計」

（億円）

(万人)



（９）外国⼈⼊国者数（観光費関連）

図29 福岡市（博多港･福岡空港）における外国⼈⼊国者数の推移

■博多港･福岡空港における外国⼈⼊国者数 【図29】
・令和元年︓269.5万⼈（前年 ▲39.9万⼈）

■⼊国者の国籍･地域別割合 【図30】
・アジアからの⼊国者が9割以上を占める

特に韓国⼈⼊国者 博 多 港 ︓87.6％
福岡空港︓49.4％

資料：法務省入国管理局「出入国管理統計」
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図30 福岡市（博多港･福岡空港）における外国⼈⼊国者数の国籍･地域別割合 令和元年

資料：法務省入国管理局「出入国管理統計」

《博多港》9.0万⼈
※船舶観光上陸許可を含まない。

《福岡空港》214.2万⼈
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船舶観光上陸許可・寄港地上陸許可（博多港）

博多港
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（万人）（万人）

「寄港地上陸許可」
H24.6以降,一部大型
クルーズ客船に適用
（グラフ内H24～H26）。

「船舶観光上陸許可」
Ｈ27.1以降,法務大臣が

指定するクルーズ船の
外国人乗客を対象に創
設された新たな特例上
陸許可制度（グラフ内
H27～）。
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（10）クルーズ船寄港回数（観光費関連）

図31 博多港のクルーズ船寄港回数

■博多港のクルーズ船寄港回数 【図31】
・令和元年︓229回（前年▲50回）

（11）国際会議開催件数（観光費関連）

■国際会議開催件数 【図32】
・平成30年︓293件（前年▲3件）

図32 福岡市における国際会議開催件数の推移

資料：福岡市港湾空港局

279

15

資料：日本政府観光局（JNTO）「国際会議統計」
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